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Section 1. エグゼクティブサマリー 

ジェンダーダイバーシティは現在、企業戦略の重要な要素と見なされるようになって

いる。取締役会の女性比率は世界全体では上昇傾向にあるが、ジェンダーの多様性

が気候変動パフォーマンスや気候変動イノベーションとどのように関連しているかは

まだあまり論じられていない。今回の調査では、1万 1,700社を超える企業を分析し

た結果、取締役会の女性比率がクリティカル・マスに達していることと、企業の気候ガ

バナンスやイノベーションとの間には相関関係があることが判明した。 

• 取締役会の女性比率：取締役会の女性比率が 30%を超える企業の割合は、この 10年あまりで 8倍

に増え、2009年の 2%から現在は 16%となっている。 

• 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言を早期に取り入れた企業は、他の企業と比べ

てジェンダーの多様性が高いだけでなく、気候関連データの開示にも積極的に取り組んでいる。国

際的なイニシアティブは、短期的には気候変動ガバナンスや気候変動戦略の面で、長期的には温

室効果ガス排出量削減の面で、重要な役割を果たすと期待されている。 

• 法規制や開示義務は、ジェンダーの多様性と気候変動に関する開示の促進要因となっている。

2011年以降、欧州諸国では企業の女性役員比率に法定目標が導入されたことや自主的な施策等

により、取締役会の女性比率が大幅に上昇した。一方、アジア各国はジェンダーの多様性の開示と

実績の両面で遅れをとっている。 

• 脱炭素化戦略やデジタル化戦略を策定している大規模な一貫操業石油会社は、取締役会の女性

比率も高い傾向が見られる。しかし、企業におけるジェンダーの多様性は、このセクターでは排出量

の削減やデジタル化の進展に直接的には寄与しない。 

• ジェンダーの多様性の拡大を公開ベンチマークに基づく公約として掲げることにより、企業は自社の

進捗状況を世界中の同業他社と比較評価できるようになる。企業は業績目標や気候変動目標を設

定するように、ジェンダーの多様性に関する長期目標を設定することを検討してもよい。 

• ジェンダーの多様性に関する開示を拡大し、その定義を統一化することは、企業や金融市場がジェ

ンダーの多様性と業績の関連性を適切に評価する一助となる。さらにデータやベンチマークがあれ

ば、市場がジェンダーの多様性と業績の関係を検証することも可能となる。 

図 1: ジェンダーダイバーシティと気候変動イノベーションの相関 

 

Source: BloombergNEF. Note: Dark green = positive correlation, light green = somewhat positive. 
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